平成２７年度　第８回人事委員会会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年８月２１日（金）午後３時～午後３時５５分

	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳

係　　長　　古　川　真　史　　

【傍聴者】　　　　１名
	４　議　題


・議案第１号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の採用候補者の決定及び採用候補者名簿の確定について

・議案第２号　平成２７年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の採用候補者の決定について

・議案第３号　選考により採用することができる職に係る承認について

・議案第４号　選考により採用することができる職に係る承認について

・議案第５号　不服申立ての受理及び審査員の指名について

・報告第１号　平成２７年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ａ（１回目））の採用候補者の決定について 

・報告第２号　国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について
	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、議案第１号、第２号、第５号及び報告第１号は非公開、議案第３号、第４号及び報告第２号は公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


１　議案第１号及び第２号
平成２７年度鳥取県職員採用試験（大学卒業程度）の採用候補者の決定及び採用候補者名簿の確定及び平成２７年度鳥取県職員採用試験（民間企業等経験者対象）の採用候補者の決定について、事務局が一括して説明し、原案のとおり決定した。
２　議案第３号及び第４号
選考により採用することができる職に係る承認について事務局が一括して説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

○選考により採用することができる職に係る承認について（学芸員）
　　職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県教育委員会から以下のとおり申請があり、申請のとおり承認しようとするもの。
（１）申請のあった職及び採用予定者数
学芸員（歴史担当）　１名

学芸員（郷土資料担当）１名

（２）採用予定日

平成28年４月１日
（３）申請理由

　　上記の職は、人文関係に関する業務を担う博物館及び図書館において、中心になって業務に当たる職種である。学校教諭（国語科等）による配置換え等で一部対応してきたが、その専門性、特殊性及び業務内容等を勘案して、専任職員を採用し、その役割を担うことができる職員体制の充実を図ることとしたい。

　　また、今回採用する職員は、中世又は近世、近代における歴史的資料についての専門的な知識とそれを研究する基本的能力が必要であり、職務内容の特殊性からも教育委員会において適材を選考することとしたい。

（４）選定方法

　　教育委員会において採用試験を実施。

①試験内容

ア　論文審査：職務に関連したこれまでの研究業績等に関する論文審査

イ　専門試験：専門的知識、技術などの能力を図る筆記試験

ウ　論文試験：鳥取県職員として必要な識見、思考力、表現力などの能力についての筆記試験

エ　人物試験：個別面接による人物及び専門的知識についての口述試験

②受験資格

　　ア　年齢要件

　　　　昭和56年４月２日以降に生まれた人

　　イ　資格・免許等

（ア）大学又は大学院で次のいずれかの担当に応じた分野を専攻して卒業（修了）、又は平成28年３月31日までに卒業（修了）見込みであること。

　　　　・歴史担当　　中世における日本史学又はそれに準ずる分野

　　　　・郷土資料担当　　近世又は近代における日本史学、国文学又はそれに準ずる分野

（イ）博物館法第５条に規定する学芸員資格を有する人又は平成28年３月31日までに取得する見込みの人。

（５）人事委員会の判断
　　上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として整理されている職であり、また選定方法も適当であると判断する。

○選考により採用することができる職に係る承認について（医療技術職）
　　職員の任用に関する規則第19条第２項の規定に基づく選考職の承認について、鳥取県営病院事業管理者から以下のとおり申請があり、申請のとおり承認しようとするもの。
（１）申請のあった職及び採用予定者数
薬剤師　　　　　　　　　  ９名程度

診療放射線技師　　　　　　１名程度

臨床検査技師　　　　　　　１名程度

理学療法士　　　　　　　　１名程度

作業療法士　　　　　　　　１名程度

言語聴覚士　　　　　　　　１名程度

医療ソーシャルワーカー　　１名程度

（２）採用予定日
平成28年４月１日
　　
（３）申請理由
　　・言語聴覚士以外：欠員補充

　　・言語聴覚士　　：リハビリテーションの需要に対応した人員を確保し、患者の早期回復・社会復帰を図るため、増員するもの

（４）選定方法

　　病院局において採用試験を実施。

①試験内容

 論文試験（公務員として必要な識見、思考力等及び専門的知識についての記述式試験）、面接試験（個別面接による人物、専門的知識についての口述試験）

②受験資格

 ア　年齢

　 　昭和31年４月２日以降に生まれた者

　　 イ　資格・免許

	薬剤師
	薬剤師免許を有する者（※）

	診療放射線技師
	診療放射線技師免許を有する者（※）

	臨床検査技師
	臨床検査技師免許を有する者（※）

	理学療法士
	理学療法士免許を有する者（※）

	言語聴覚士
	言語聴覚士免許を有する者（※）

	作業療法士
	作業療法士免許を有する者（※）

	医療ソーシャルワーカー
	次の(ア)～(ウ)のいずれかに該当する者

(ア)　社会福祉士の資格を有する者（※）

(イ)　保健師免許又は看護師免許を有する者（※）

(ウ)　平成28年３月31日満了時点で医療法に規定する病院又は診療所における医療ソーシャルワーカー業務の実務経験が３年以上となる見込みの者


　　　　（※）平成28年４月30日までに同免許を取得する見込みの者を含む。

（５）人事委員会の判断

上記の職は、「常に選考によるものとするが、実施に当たりあらかじめ人事委員会の承認を要するもの」として整理されている職であり、また、選定方法も適当であると判断する。

【質　疑】

委　員
　　学芸員の方は任期付きではないということか。

事務局
　　そのとおり。

委　員

　　薬剤師が少し・・・。

事務局

　　６月の試験で１０名募集したが応募が３名、合格が１名。９名欠員となっている。

委　員

　　募集に関して相当工夫しないとまた似たようなことになってしまうな。

事務局

　　テレビ等見ていると、国家試験の合格率が今春６３％で、１年前が６０％だったようだ。

民間のチェーン店のドラッグストアのようなところは、落ちた人を雇って、内部で研修して国家試験対策をして資格を取らせて人材を確保するということを最近はやっているようだ。

ただ、県の場合は、資格を取った人でないといけないということで、そのようなところに取られてしまうとなかなか補充が難しい。

また、従前からのことだが、県内に学部学科がなく、県外から帰ってきてもらわないといけないことから、医療指導課がサマーセミナーをやっており、今年は３０数名参加されたそうだが、その結果がいつ頃出てくるのかというのもあると思う。

委　員

　　では、このたびたくさん採れるかどうかはまだわからないな。

委　員

　　需給の見通しはないのか。

事務局

　　以前聞いた話では、年間１万１千人生み出せば需給関係はとれるとのことだが、今春は合格者が７千人程度で不足している。本当のところは、厚労省の資料を見ると、６３％の合格率だが、初めから落ちると思われる人は受けさせてもらえていない。薬学部は私立大学がほとんどだが、その後に響くから、だめな人は初めから受けさせないようだ。そうであってもこの率にしかならない。

委　員

　　当たり前かもしれないが、授業を受けさせれば一定レベルに達するわけではない。

事務局

　　しばらくはこの傾向が続くかもしれない。

委　員

　　学芸員の採用について、今まで学校教諭による配置換えで一部対応していたとあるが、前からもあったのか。間に合わせと言ったらおかしいが。

事務局

　　博物館の関係は、以前は学校の先生から回していたのが非常に多かった。十数年前くらいからそれではいけないということで、専門の人を雇おうという話が出てきて、最初は美術で専門の人を育ててきた。学校との関係も必要なので、全くゼロにする訳にはいかないが、どこを強化してやっていくかということも関係する。

　　おそらく、博物館の方で室町等の調査研究をしなければいけないという判断が出てきているのだと思う。
３　議案第５号

　　不服申立ての受理及び審査員の指名について事務局が説明し、原案のとおり決定した。

４　報告第１号　

平成２７年度鳥取県警察官採用試験（警察官Ａ（１回目））の採用候補者の決定について、事務局が説明した。 

５　報告第２号

国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について事務局が説明した。

【説　明】

［勧告日　　平成２７年８月６日（木）］

給　与　勧　告　の　骨　子
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【質　疑】

委　員

フレックスタイム制について、平成28年４月１日からだな。民間の方ではどれくらい浸透しているのか。

事務局
大企業で２割から３割弱だったと思う。

委　員

これは良いことだと思うが、官の方からやり出したら当然民間もやれというようになるのか。

事務局

これは国がやるという話であり、国の研究職のフレックスタイムは平成５年頃からやっている。その時に県にも研究職の職員もいるため、県でどうするかという話もあったが、必要ないということで導入しなかった。他県でも導入しているところは少ないのではないか。

　　このたび国が導入したから、都道府県も導入しないといけないというわけではない。人事委員会が勧告するかどうかについては、職員のニーズとか、任命権者の意見を踏まえて検討したいと考えている。

委　員

若い人も子育て等で助かるからな。ただ、急に来年から実施と言われても困惑する。

事務局

現在、特例勤務といって、８時半から17時15分の勤務時間を１時間から２時間ずらせるという制度が既に動いている。

　　毎日決まった時間で朝遅く出勤できる等この制度で十分対応できるので、フレックスタイムで毎日勤務時間を変える等はイメージできないという意見もある。

	７　次回人事委員会の開催


　　　平成２７年９月３日（木）午前１０時から開催することとした。
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